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売上の減少、原油・原材料等の高騰によ
り資金繰りが厳しくなつている中小企業
者、協同組合等

組イ哉強化育成資金
(セ ー フ テ ィ
ネ ッ ト 賞 付 )

売上の減少等により資金繰りが厳しく
なつている商工業関係組合及び構成企業

可̀$′
沖縄県産業 雇用拡大県民運動

資 金 名 利用できる方

小口零細企業資金

従業員20人以下の企業(商業、サービス業
は5人以下 ※例外あり)で、既存の保証
協会の保証付融資残高と併せて1,250万
円以下であること

小規模企業対策資金
(一 般 賞 付 )

従業員20人以下の企業(商業、サービス業
は5人以下 ※例外あり)

小規模企業対策資金
(特 別 小 口賞 付 )

従業員20人以下の企業(商業、サービス業
は5人以下 ※例外あり)で、中小企業信
用保険法に規定する特別小口保険に該当
する者(無担保・無保証人制度が適用され
ますめ

●事業歴が 1年以上の県内事業者が対象で現
(創業者支援資金、ベンチャー支援資金、企業立地推進賞付を除く。)

0融資は、原則、沖縄県信用保証協会の保証付きで現
(ご負担していただく保証料については、県の補助が適用されていま現 )

0-部資金には利子補給制度がございま現
(雇用創出促進資金・新事業分野進出資金・ベンチャー支援資金)

★雇用創出促進資金の「設備資金」がH26年4月 借入分から利子補給の対象となりました。

資金繰りが厳しくなっ
します。

中零細企業、小規模企業者を支援します。
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業
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―、新たな分野へ進出する方
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に積極的に取り組む事業者

資 金 名 利用できる方
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次のいずれかに該当する方
1 4分の 1以上償還した沖縄県信用保
証協会の保証付き融資を借り換える者
2 倍換事業計画に基づき、沖縄県信用
保証協会の保証付き融資を借換えるこ
とにより財務体質の改善が図られる者
で、かつセーフティネット保証第3～ 5
号の特定中小企業者として市町村長が
認定した者

業再生に取り組む事業者を支援します。

ヽ

'そ

の他、県内の中小企業者を支援します。

|'雇用促進を図る事業者を支援します。

利用できる方

創 業 者 支 援 資 金
独立・開業を行う者叉は開業後1年未満の
事業者で、商工会、商工会議所等の指導を
受t大創業計画書を作成した者

ベンチャー支援資金
※利 子 補 給 対 象

ベンチャービジネスを展開する中小企業者
※経営革新の承認を受けた中小企業者

新事業分野進出資金
※利 子 補 給 対 象

事業転換や多角化により新たな事業分野
に進出する中小企業者、協同組合等

資 金 名 利用できる方

産 業 振 興 資 金
(オキナワ型産業振興賞付)

オキナワ型産業(健康食品産業、バイオ関
連産業、健康サービス産業、泡盛産業、工
芸産業、環境関連産業、観光産業)を営む
中小企業者、協同組合等
※『観光産業』を追加

産 業 振 興 資 金
(企業立地推進賞付)

国際物流拠点産業集積地域、情報通信産
業特別地区等において、工場、事業所等を
設置しようとする中小企業者、協同組合等

資 金 名 利用できる方

中小企業再生支l浸資金

沖縄県中小企業再生支援協議会等の支援
を受け再生計画・経営改善計画を策定し
た中小企業者、協同組合等
※『おきなわ経営サポート会議』を追加

利用できる方

雇用倉J出 促進資金
※ 利 子 補 給 対 象

事業拡大や多角化計画に基づき、新たに
常時使用する従業員を1名以上雇い入れ
ようとする中小企業者、協同組合等

資 金 名 利用できる方

短 期 運 転 資 金 短期的な運転資金を必要とする中小企業者

経 営 振 興 資 金
婦目紹督攀

化、合理化を図る中小企業者、

組織強化育成資金
(一 般 賞 付 ) 商工業関係組合及び構成企業

沖叫殿剥鵡鉄著報



一般貸付 短期的な運転資金を必要とする中小企業者 運転のみ1,000 0.45～ 1.50

権

付

債

貸

掛

保

売

担

他の事業者等に売掛債権を有する中小企業

者

運転のみ3,000 1年 220
043

一般貸付

従業員20人以下の企業 (商業 サービス業
は5人以下)※宿泊業及び娯楽業は20人以
下

225 O.45～ 145

小

付

別

賞

特

口

中小企業信用保険法に規定する特別小口保
険該当者に対する無担保無保証人制度

運転・設備併せて1,250 運 7年 (1年 )
設 10年 (1年 )

2.10 0.60

小口零細企業

従業員20人以下の企業で、既存の保証協会
の保証付融資残高との合計が1,250万 円以
下の小規模企業者 (商業・サービス業は5人

以下)
※宿泊業及び娯楽業は20人以下

運転 設備併せて既存の保証協
会の保証付融資残高との合計
で1,250

運・ 7年 (1年 )

設 '10年 (1年 )

2.10 O.50-1 75

経 営 振 興

経営の近代化、合理化を図る中小企業者、協
同組合等

運転・設備併せて8,000
(運転 3,000)
(言隻作言 5,000)

運・ 7年 (1年 )
設 10年 (1年 ) 240 0.45～ 1.50

新事業分野進出
〈※利子補給対象)

事業転換や多角化により新たな事業分野に

進出する中小企業者、協同組合等

。事業転換の場合

運転 設備併せて10,000
(運車Д3,000、 言隻坤常7,000)
。多角化の場合
運転 設備併せて7,000
(運車五2,000、 言隻竹常5,000)

運・ 7年 (1年 )

設・10年 (1年 )

230 045～ 140

雇用創出促進
〈※利子補給対象〉

事業扱大やラタ角化計画に基づき、新たに常
時使用する従業員を1名以上雇い入れよう
とする中小企業者、協同組合等

運転・設備併せて8,000
(運草A 3,000)
(言隻布常 5,000)

運 7年 (1年 )
設 10年 (1年 ) 200 0.45～ 145

一般貸付
商工業関係組合及び構成企業

045～ 1.45

セーフティ
ネット賞付

売上の冽少等により資金繰りが厳しくなつ

ている商工業関係組合及び構成企業

1組合あたり

共同事業資金 5,000
転賞資金 30,000
(※ 1転貸先 3,000)
1組合員あたり3,000
※転賞資金は一般貸付のみ
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。売上の減少等により資金繰りが厳しい中
小企業者、協同組合等
※原)由・原初料の高騰により資金繰りんヾ厳し
い中小企業者、協同組合等を追加

運転・設備併せて3,000
×設備資金はセーフティネット
保言正3号、4号又は5号の適用
を受ける場合のみ

運 7年 (1年 )
※セーノァイネット保証3
^5号の適用を受けう場
合は運 7年 (1年 )、設・
10年 (1年 )

対象 1～ 3

は

2.30
文寸象4は
210

045～ 140

中

再

業

援

企

支

小

生

沖縄県中小企業再生支援協議会等の支援を

受け再生計画・経営改善計画を策定を策定
した中小企業者、協同組合等
※「おきなわ経営サポート会議」を追加

運転・設備併せて8,000 運転 設備
10年 (1年 )

取扱金融機

関所定金利
045～ 140

(対象 1)4分の1以上償還した沖縄県信用
保証協会の保証付き融資を借り換える者

運転 ,設備併せて5,000 10年 (6ヵ 月)
2,70 0.45～ 140

資 金 繰 り 円

滑 化 借 換 (対象2)セーフティネット保証の市町村によ
る認定を受t大 かつ借換事業計画書を作成し
ている者

運転 設備併せて5,000 10年 (6ヵ 月)

260 055

ワ
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村
麟
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オ

型

興

県内において、地助特性を生かした比較優
位性のある産業「オキナワ型産業」を営む中
小企業者、協同組合等
※「観光産業」を追加

運転 .設備併せて10,000
(運転 5,000)

運 7年 (1年 )
設 10年 (1年 )

220 045～ 1.40

立

進

付

業

推

企

地

賞

国際物流拠点産業集積地域、情報通信産業
特別地区等において、工場、事業所等を設置
しようとする中小企業者、協同組合等

運転・設備併せて25,000
(運転  10,000)

運

設

1

1
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３

年
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０

５ 220 045～ 1.40

ベ ンチ ャー支 援

〈※利子補給対象)

ベンチヤービジネスを展開する中小企業者、

協同組合等
※経営革新の承認を受けた企業も対象

運転・設備併せて3,000 運 7年 (1年 )
設 10年 (1年 ) 240 045～ 1,40

創 業 者 支 援

独立 開業を行う者又は開業後 1年未満の
事業者

運転・設備併せて1,000 運転 設備
7年 (1年 )

女寸象1は

240
女寸象2,3は
2,30

0,45～ 135

融 資 対 象 資 限 度 額

(単位 万円)
融 資 期 間

(据置期間)

融 資 利 率

(固定)%
保 証 料 率

(%)※

事

業

歴

が

年

以

上

の

事

業

☆平成26年度 沖縄県融資制度一覧 (1 融資対象の内容もご覧ください)

※保証料率の区分は「2保証料率一覧表」参照
※融資条件等については、年度途中で変更する場合がありま魂

H2641チ見在



1 融資対象の内容

― 艘 賞 付

琉球銀行

瀬縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

→直接取扱
金融機関ヘ

中小企業信用保険法施行令第1条に定める業種 (以下

属し、県内において1年以上継続して同一事業を営む中小企業者

対象業種に属し、県内において1年以上同一事業を営む中小企

業者等に売掛債権を保有する中小企業者

「対象業種」という。)に

業者で、他の事
権
付
債
賞
掛
保
売
担

一 般 賞 付

琉球銀行

瀬縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工会

商工会議所

市町村商工担当課

対象業種に属し、県内において原則として¬年以上3

て原則として1年以上引き続き同一事業を営んで

※4分の¬以上償還している場合、資金内借換可能

II弓亨IF七号                  帰]徴ま伝ヰ屋宙肥絨轟
がきている税額を完納している者

(2)当貸付に係る保証以外に保証協会から保証を受けていないもの

対象業種に属し、県内におい

|き続き同一事業を営んで

いる小規模企業者

特別小日賞付

備 考
琉球銀行

,中糸電銀イ子

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

→直接取扱
金融機関ヘ

対象業種に属し、県内において原則として1年以上引き続き

甘囀    撃薪野紺華蘇培纏 金緊 保詞 磯出 て

は融資極度額)と併せて1,250万 円以下であること

同一事業を営んで

小口零細企業資金

琉球銀行

,中ネ電α艮イ子

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

→直接取扱

金融機関ヘ
対象業種に属し、県内において1年以上継続して同一事業を営む中

協同組合等で、経営の近代化、合理イヒを図るもの

小企業者、

経 営 振 興 資 金

琉球無行

)中縄銀イ子

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

産業振興公社

商工会

商T全議所

(1              七             専たた需惚
生             以上を占め

ることが見込まれる者

¢
ξ計霊紫焉暫艦誰癬躍 講整各驚籐替発晟
内に全事業の売上高の1/4以上を占めることが見込まれる者

に 年以に

れかにんで /1ヽ

に

1と は 、 年以る場合し て 3 (上 角多 を化 的日 す県内 おし象業攻す 種 属
し組 次の等で ずるヽし 中 者企業 協同続き 同き を―事業 営弓上 ) |

多角づ ( 草云事業 換塁 き 分新事業 辻野 出進野 事出 画業計 書該当し、新事業分

化)を行うもの

新事業分野進出資金

琉球銀行

沖縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

商工会

商工会議所
対象業種に属し、県内において4年以上継続

協同組合等で、事業拡大や多角化計画に基づき

名以上雇い入れようとするもの

(申込日の 1ケ月までに雇用を行つた者。若しくは申込日以降に雇用を行つた者

が対象)

して同一事業を営む中小企業者、

、新たに常時使用する従業員を¬

雇用創出促進資金

中小企業

団体中央会一 般 賞 付

商工組合中央金庫

中小企業

団体中央会

(市町村

商工担当課)

対象業種に属し、県内に主たる事務所を有する1年以上事業を営

、県内に主たる事務所を有する1年以上事業を営む協同組合

等及びその構成員で、中小企業信用保険法第

特定中小企業者として市町村長が認定した者

対象業種に属し
2条第5項第5号の規定に基づき、

む協同組合

等及びその構成員
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琉球銀行

瀬縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

1、 2、 3
→直接取扱
金融機関ヘ

→市町村商工

担当課

4

対象業種に属し、県内において1年以上継続して同一事業を営

協同組合等で、沢のいずれかに該当するもの

基づき、特定中小企業者として市町村長が認定した者

む中小企業者、

中小企業セーフテイ

ネ ッ ト 資 金

扇虫≧豊女寸鬱泉
融資斡旋申込先

(認定申込先 )
取扱金融機関

資金名

■
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一
一

一
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L 協議会等 J 琉球銀行
沖縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

生

金輛資
企
援

可中

支

対象業種に属し、県内において3年以上継続して事業を営む中小企業者、協同
組合等で、沖縄県中小企業再生支援協議会 (経営改善支援センターを含む)又は

おきなわ経営サポート会議 (以下「協議会等Jという。)の支援を受t大協議会等が

再生計画・経営改善計画を適正であると決定したもの

対象業種に属し、県内において1年以上継続して同一事業を営む中小企業者、

協同組合等で、次のいずれかに該当するもの

1.4分の1以上償還した沖縄県信用保証協会の保証付き融資を借り換えるもの
2借換事業計画に基づき、借換えによる資金繰りの緩和等により財務体質の改
善が図られるもので、かつ中小企業信用保険法第2条第5項第3号、4号又は
第5号の規定に基づき、特定中小企業者として市町村長が認定したもの
※一部借換の対象とならない資金等がある

→市町村商工

担当課

1

→直接取扱

金融機関ヘ

2

琉球銀行

沖縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫資金繰 り円滑化
僧  換  資 金

琉球銀行

沖縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫
オ キ ナ ワ 型
産業振興賞付

地
付
立
賞
業
連
企
推

対象業種に属し、県内において1年以上本県の地功特性を生かした比較優位

性のある産業「オキナワ型産業」を営む中小企業者、協同組合等で、次のいずれか

に該当するもの
1 健康食品産業
2 バイオ関連産業
3 健康サービス産業
4 泡盛産業
5 工芸産業
6 環境関連産業
7 観光産業 (※新設)

対象業種に属し、国際物流拠点産業集積地域、産業高度化 事業革新促進地域

における工業等団地、工場適地、情報通信産業特別地区叉は情報通信産業振興

地域において、工場、事業所等を設置しようとする中小企業者、協同組合等で、浄

縄県中小企業支援課長より認定を受けたもの

→直接取扱
金融機関ヘ

[蓄王軍普Ξg拳子]

(県中小企業
支援課)

1、 2
→県産業政策課

3
●製造業重点分里予

支援補助金
→県ものづくり

振興課
。実用化研究開発

事業補助金
→沖縄総合事務局

地功経済課

4
→県中小企業

支援課

琉球銀行

沖縄銀行

沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

商工組合中央金庫

ベンチャー支援資金

対象業種に属し、ベンチャービジネス等を新たに開業し、又はベンチャービジ

ネスの拡大を図る中小企業者、協同組合等で、次のいずれかに該当するもの

1中小企業新事業渚動促進法に基づき、知事の承認を受けた者

2中小企業経営革新支援法に基づき、知事の承認を受けた者

3瀬縄県製造業重点分野支援補助金又は中小企業・ベンチャー挑戦支援事業
のうち実用化研究開発事業の補助金を受けた者て'既に製品開発を終了し、

企業化の見通しのあるもの

4新製品、新技術等を自主開発し、沖縄県工業技術センター所長の認定を受
けた者

創 業 者 支 援 資 金

県内に居住し、県内で事業を開始しようとする者又は事業開始後一定期間を

経過していない者で、商工会 商工会議所 県中小企業支援センターの創業者支

援資金倉」業計画作成指導を受け「創業者支援資金創業計画書」を作成した者で

あつて、次のいずれかに該当する者。ただし、対象業種に限る

コ事業を開始しようとする者で、所要資金の30%以上を自己資金で賄える者で
あつて、次のいずれかに該当する者

(1)事業を開始する業種と同一の業種での勤務年数が通算で3年以上の者
(2)商工会等の倉J業セミナーの受話を終了した者
2所要資金の20%以上を自己資金で賄える者で、次のいずれかに該当する者
(1)事業を営んでいない個人が新たに事業を開始し、事業開始から1年を経過

していない者

(2)事業を営んでいない個人が設立した会社で、設立から1年を経過していない者

(3)中小企業である会社で、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ

新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有する者、又

は新たな会社設立から1年を経過していない者 (分社化)
3.事業を営んでいない個人であつて、借入金額と同額以上の自己資金を賄える

者であり、次のいずれかに該当する者

(1)1ケ 月以内に新たに事業を開始する具体的計画を有する者

(2)2ヶ 月以内に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画
を有する者

産業振興公社

商工会連合会

商工会

商工会議所

琉球銀行

沖縄銀行

瀬縄海邦銀行
コザ信用金庫

資金名 融資対象
融資斡旋申込先
(認定申込先 )

取扱金融機関

事
業
歴
が
１
年
以
上
の
事
業
者

※1 融資条件等については、年度途中で変更する場合があります。
※2 担保保証人等については、沖縄県信用保証協会 (098-863-5300)ま でお問い合わせください。



2 保証料率一覧

一般貸付 1,50% 1.40% 1.25% 1110% 095% 090% 080% O.60% 0,45%
売推卜債権担保貸付 043% 043% 043% 043% 0,43% 0.43% 043% 043% 043%
一般賞付 1.45% 1,35% 1.20% 1 05% O,90% 085% O.80% 0.60% 0.45%
特別小口賞付 0.60% 060% 060% 0,60% 0.60% 060% 060% 060% 060%

小口零細企業資金 1 75% 1 60% 1,45% 1 30% 1.10% 1.10% 090% 070% 050%
経営振興資金 1 50% 140% 125% 110% 095% 0,90% O.80% 060% 045%
新事業分野進出資金 1.40% 1.30% 1.15% 1 00% 085% 0.80% 0,75% 060% 0.45%
雇用創出促進資金 1.45% 1,35% 1.20% 1 05% 090% 085% 080% 0160% 0,45%

一般貸付 1.45% 1 35% 1.20% 1.05% 090% 085% 080% O.60% 0.45%
セーフティネット貸付 0.60% 0,60% 0.60% 060% 060% 060% 060% O.60% 0,60%

中小企業セーフティネット資金 1 40% 1 30% 1,15% 1.00% 085% 080% 075% 0,60% 045%
中小企業セーフティネット資金 (経営安定関連保証適用) 0,55% 055% 0.55% 0.55% 055% 055% 0,55% O.55% 0.55%
中小企業再生支援資金 140% 130% 115% 1,00% 085% 080% 075% 060% 0,45%
中小企業再生支援資金 (経営安定関連保証適用) 055% 0,55% 055% O.55% 0.55% 055% 055% 055% 0.55%
資金繰り円滑化借換資金 140% 1 30% 115% 1.OO% 0.85% 080% 075% 060% 045%
資金繰り円滑化借換資金 (経営安定関連保証適用) 055% 055% 055% 0.55% 0.55% 055% 0,55% 0,55% 055%

オキナワ型産業振興貸付 140% 1 30% 115% 1 00% O.85% 080% 075% 060% 0,45%
企業立地推進賞付 140% 1 30% 115% 100% 0.85% O.80% 075% 060% 0,45%

ベンチャー支援資金 140% 1 30% 115% 100% 0,85% O.80% 075% 060% 045%
創業者支援資金 1.35% 1.25% 110% 095% 080% 0.75% 0.70% O.60% 045%
創業者支援資金 (創業等関連保証適用) 085% 0.85% 085% 0.85% 0,85% 0.85% O.85% O.85% 085%
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※ 1

※2

3

上記保証料率
賞借対照表及

については、保証申込日の直前の決算における貸借対照表及び損益計算詈 (直前の二期分の賞借対照表及び損益計算書がある場合は、当該
び損益計算善)その他の経営に関する情報を基に保証協会で決定しま硯

『中小企業の会計に関する基本要領』(金融庁及び中小企業庁が事務局となつて設置された「中小企業の会計に関する検討会」が平成24年2月 に策定した中
小企業向けの会計ルール)を採用する中小企業者については、割引がございま硯
詳細については、沖縄県信用保証協会へお問い合わせください。'こ・(093)863-5300

※ 1

③融資斡旋申込
①-2
融資依頼

②保証依頼

※1 融資あつせん機関にあつせん申込みを行う資金
―――――――…原資預託―‐

小規模企業対策資金、新事業分野進出資金、雇用創出促進資金、組織強化育成資金、産業振興資金(オキナワ型産業振興賞付 (観光産業のみ))、 創業者支援資金
(注)雇用創出促進資金は、②保証依頼後、信用保証協会で審査し③保証承諾の見込みがついた時点で金融機関経由により信用保証協会に対し、「雇用保険
披保険者資格取得等確認通知善 (事業主通知用)」の写しを提出していただきま現

※2 融資対象者となるため認定等の申込みを行う資金
産業振興資金(企業立地推進貸付)、ベンチャー支援資金、中小企業再生支援資金、中小企業セーフティネット資金 (融資対象4の該当者)
組イ説強化育成資金 (セーフティネット賞付)、資金繰り円滑化借換資金 (融資対象2の該当者)

※3 直接取扱金融機関へ申込みを行う資金
短期運転資金、経営振興資金、小口零細企業資金、産業振興資金(オキナワ型産業振興賞付 (観光産業以外))、 中小企業セーフティネット資金 (融資対象1～ 3
の該当者)、資金繰り円滑化借換資金 (融資対象¬の該当者)

①-2
認定葺等交付 ③保証承諾

※ 3 ①融資申込

※2
①認定等申込

④融資実行
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4 必要添付書類等
商工労働部中小企業支援課

!)

5 利子補給制度
沖縄県融資制度のうち、新事業分野進出資金及びベンチャー支援資金の運転資金 (設備資金は利子補給対象外)、雇用創出促進資

金の賞し付

しサを受けた方へ利子補給を実施しま現

(1)利子補給対
平成26年 1

象者

月1日 から12月 31日 までの間に、新事業分野進出資金、ベンチヤー支援資金の運転資金又は雇用創出促進資金 (設備資金は平

の賞

のできる資金の上限額は2,000万円で現

(2)利子補給率

不」 金 利子補給率

新事業分野進出資金 融資利率2.SO%のうち1.00%を補助

雇用倉」出推進資金
1名雇用の場合 融資利率2.OO%の うち1.00%を補助

2名以上雇用の場合 融資利率2.OO%のうち1.50%を補助

ベンチヤー支援資金 融資利率2.40%の うち1.00%を補助

成26年4月 1か ら12月 31日 までの間)
疋だし、利子補給金の交付を受けること

H26年4月 借入分から
雇用創出促進資金の設
備資金が対象となりま
した !

※H25年度(H26年 3月 )
までに借りた方は従来
どおり運転資金のみが

対象で現

(3)利子補給金の額
平成26年 1月 1日 から平成26年 12月 31日 までの期間 (※雇用創出促進資金の設備資金は平成26年4月 1日 から平成26年 12月 31日 )に

おいて、月毎に次の算式により計算した金額の当該期間の合計とする。

利子補給金の額=賞付予定日月細の融資残高X利子補給率/12
ただし、返済の条件変更等により賞付返済予定明細に変更があつた場合の利子補給金の額は、融資残高が変更前の額を超える場合は変

更前の融資残高により算定し、融資残高が変更前の額よりも少なくなる場合は当該変更後の融資残高により算定した額とする。

(4)利子補給期間
融資を受けた日から3年を限度とする。

(5)利子補給申請方法・申請先
「沖縄県中小企業振興資金利子補給金交付申請書及び実績報告書」を郵送叉は持参により、沖縄県商工労働部中小企業支援課金融班あ

てご

提出ください。

申請要領、様式等については、平成26年 10月 頃に沖縄県商工労働部中小企業支援課ホームページ

(http:〃WWW.pref.okinawa.jp/site/shoko/keieykinyu/両 shihokyuu.html)に 掲載する予定ですのでご確認下さい。

(6)申請書受付期間
平成27年 1月 1日 (本 )から平成27年 1月 30日 (金 )まで
※持参の場合は、受付時間 (8:30～ 17:15)及び閉庁日(土日祝日

①印鑑証明書
②資産評価証明書
③個人情報の提供に関する同意書
※その他金融機関、保証協会が
必要とする書類

①
      斥諭来していない場合は県民税及び市町村民税納税証日月妻)
②最近2年間の受付印のある確定申告書の写し
(法人は最近2年間の決算書)
③定款及び商業登記持謄本又は登記事項証明書(履歴事項証明書)

(法人、協同組合等の場合)

④印鑑証明書
⑤資産評価証明書
⑥見積書、請求書等 (設備資金の場合)

⑦許認可証の写し(許認可業種の場合)

③個人1晴報の提供に関する同意善
※その他金融機関、保証協会が必要とする豊類

6 お問い合わせ先

等)にご注意ください。

沖縄県商工労働部中小企業支援課

沖 縄 県 信 用 保 証 協 会

沖縄県産業振興公社経営支援課

沖縄県中小企業団体中央会組織課

TEL
TEL
TEL
TEL

(098)
(098)
(098)
(098)

866-2343
863-5300
859-6237
859-6120


